
 

 

 

 

 

 

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 
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～本改訂版における留意事項について～ 

新型コロナウイルス感染症の拡大や東京オリンピック・パラリンピック競

技大会の延期等による団体運営への影響については、今後、本改訂版で定める

経営戦略や個別取組事項等を進める中で、実情を踏まえ柔軟な対応を図るこ

ととします。 



１　基礎情報 令和元年８月１日現在

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

　　 常勤役員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

　　 常勤職員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

非常勤職員数 人

団体名 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団

所管局 オリンピック・パラリンピック準備局

設立年月日 昭和60年10月1日

設立後の主な沿革

昭和60年10月1日 財団法人東京都教育振興財団設立
昭和63年4月1日 財団法人東京都埋蔵文化財センターを統合し、財団法人東京都
教育文化財団となる。
平成11年4月1日 財団法人都民カレッジを統合し、財団法人東京都生涯学習文化
財団となる。
平成19年4月1日 法人の名称を「財団法人東京都スポーツ文化事業団」とする。
平成24年4月1日 公益財団法人に移行し、「公益財団法人東京都スポーツ文化事
業団」となる。

所在地 東京都新宿区荒木町１３番地４住友不動産四谷ビル１階

基本財産 500,000

他の出資（出捐）
団体及び額

その他　　　　　　　　団体

都出資（出捐）額 500,000
※団体の統合前に都が出資（出捐）し
た分も含む

都出資（出捐）比率 100

役職員数

2 0 2

その他資産 なし

171 38 4

1

団体の使命
都民の生涯にわたるスポーツ等の普及振興を図るとともに、東京都内における埋
蔵文化財の保護を図り、もって、都民の文化的生活の向上に寄与すること。

事業概要

（１）スポーツ等の振興
（２）埋蔵文化財の調査研究、保存、公開活用及び知識の普及
（３）東京都及びその関係団体から受託するスポーツ等に関する事業
（４）東京都の施設等の管理運営
（５）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

１．経営情報



＜注＞計数処理の関係で合計が合わない場合があります。

主要事業全体像
（平成30年度決算）
(単位：千円)

区　　分 経常収益 構成割合 経常費用 構成割合

事業全体 6,799,185 100% 6,813,179 100%
ス
ポ
ー

ツ
事
業

指定管理者受託事業 2,508,615 36.9% 2,493,672 36.6%

自主運営事業 179,128 2.6% 166,496 2.4%

都との連携事業 986,962 14.5% 1,028,321 15.1%

法人会計 138,395 2.0% 138,013 2.0%

埋蔵文化財事業 2,986,085 43.9% 2,986,677 43.8%

平成30年度 決算情報

都補助金

107,819
1.6%

都指定管理料
2,156,161

31.7%

都指定管理料以外

の都委託料
1,339,700

19.7%

都負担金
683,992
10.1%

都財政受入以

外の事業収益
2,497,565

36.7%

その他（基本財産運用

益、受取寄付金等）
13,948
0.2%

経常収益内訳（単位：千円）

合計
6,799,185

人件費
52,897

38%

外注費

13,767
10%

その他
71,350

52%

管理費内訳（単位：千円）

合計
138,013

スポーツ事業（指定

管理者受託事業）

2,493,672
36.6%

スポーツ事業

（自主運営事業）
166,496

2.4%

スポーツ事業（都

との連携事業）
1,028,321

15.1%

埋蔵文化財事業

2,986,677
43.8%

法人会計

138,013
2.0%

経常費用内訳（単位：千円）

合計
6,813,179

人件費

830,345
12%

外注費

3,926,525
59%

その他
1,918,295

29%

事業費内訳（単位：千円）

合計
6,675,165



今後の事業運営の検討材料とするための他県類似団体比較

【分析】
○ スポーツ事業だけでなく、スポーツ及び埋蔵文化財両事業に関わる他団体と比較しても、当事業団の財政規模は極めて大きい。
○ 競技力向上事業（アスリート・キャリアサポート事業）、スポーツ国際交流事業等、当事業団では他団体では実施していない事

業を実施している。

【他県類似団体の運営状況を参考にした、今後の事業運営の検討内容事例】
○ スポーツの裾野拡大のための（一社）東京都レクリエーション協会と連携したニュースポーツ（レクリエーション種目）の展開
○ 各施設の地元地区関係団体等と連携した賑わい創出や施設の集客、ボランティアによる施設運営の支援
○ 施設の機能を最大限活用した新たなスポーツ施設・設備の整備の検討、都への提案

２ 他団体や民間企業等との比較（ベンチマーク）

東京都 Ａ県 Ｂ県 Ｃ県

公益財団法人
東京都スポーツ文化事業団

公益財団法人
Ａ県教育・スポーツ振興
財団

公益財団法人
Ｂ県教育事業団

公益財団法人
Ｃ県スポーツ振興センター

設立年 昭和55年7月 昭和48年7月 昭和47年 平成元年

基本財産 500,000千円 102,500千円 23,410千円 2,405,026千円

スポーツ事業 有 有 有 有

埋蔵文化財事業 有 有 有 無

事業概要

・スポーツ活動等に親しむ
ことが出来る場の提供事業
・スポーツ活動等に親しむ
ことが出来る機会の提供事
業（スポーツ振興事業、施
設活用自主事業、スマイル
自主事業、広域スポーツセ
ンター事業、都立学校活用
促進モデル事業等）
・競技力向上事業、スポー
ツ国際交流事業を通じた次
世代のスポーツ選手の育成
事業
・埋蔵文化財の調査研究、
保存
・埋蔵文化財の公開活用及
び知識の普及　他

・スポーツ振興事業（ス
ポーツ活動推進事業、県立
高校体育施設スポーツ開放
運営事業等）
・体育施設及び社会教育施
設管理運営事業
・広域スポーツセンター事
業
・埋蔵文化財発掘調査事業
他

・スポーツ施設の管理運営
・スポーツの普及・推進及
び心身の健康の増進に寄与
する事業
・埋蔵文化財に関する調
査・研究
・施設利用者サービス事業
・その他公益目的事業の推
進に資する事業

・研修・研究事業
・スポーツ普及促進事業
・情報提供事業
・国体サポートプロジェク
ト
・スポーツ医事・健康体力
相談室事業
・Ｃ県総合型地域スポーツ
クラブ育成推進事業
・Ｃ県タレント発掘事業
・Ｃ県スポーツ振興基金事
業
・施設提供事業
・スポーツ教室の開講　他

　各スポーツ施設の
　主要施設

【東京体育館】
メインアリーナ、サブア
リーナ、屋内プール、ト
レーニングルーム、陸上競
技場、健康体力相談室　他
【駒沢オリンピック公園総
合運動場】
陸上競技場、体育館、第一
球技場、硬式野球場、武道
場、トレーニングルーム
他
【東京武道館】
大武道場、弓道場、トレー
ニングルーム　他
【東京辰巳国際水泳場】
メインプール、サブプー
ル、ダイビングプール　他

【Ａ県体育館】
第１競技場、第２競技場、
温水プール、相撲場、ボク
シング場、トレーニング
ルーム　他
【Ａ県スポーツ会館】
第１～第５競技場、ゴルフ
練習場　他
【Ａ県武道場】
大道場、錬成道場、宿泊室
他
【Ａ県○○総合運動場】
野球場、サッカー場、陸上
競技場、テニスコート、
ゲートボール場　他

【Ｂ県立総合体育館】
大アリーナ、小アリーナ、
武道場、弓道場、健康体力
サポートセンター、トレー
ニングルーム、プール　他
【Ｂ県スポーツ会館】
体育室、多目的室、宿泊室
他

【Ｃ県立スポーツ科学情報
センター】
メインアリーナ、サブア
リーナ、多目的アリーナ、
クライミングウォール、ボ
ルダリングウォール、宿泊
室　他
【Ｃ県立総合プール】
５０ｍプール、２５ｍプー
ル、飛込プール

1 経常収益 6,799,185千円 1,800,399千円 874,366千円 528,154千円 

2 経常費用 6,813,179千円 1,795,221千円 961,772千円 522,294千円 

3 当期経常増減額 △ 13,994千円 5,177千円 △ 87,406千円 5,860千円 

・Ａ県体育館には、相撲
場、ボクシング場（団体利
用のみ）があり、多様なス
ポーツに対応
・Ａ県スポーツ会館におい
て、ニュースポーツ利用種
目の案内、用具の貸出、イ
ベント・体験教室を実施
・Ａ県体育館とＡ県スポー
ツ会館には、県がネーミン
グライツを導入

・地元地区の賑わい創出・
活性化事業を実施し、近隣
の商業施設とタイアップし
た事業に運営協力すること
により、Ｂ県立総合体育館
の集客を図っている。
・サポートボランティアを
支援し、施設運営の盛り上
げ等を実施

・利用者ニーズに伴い、平
成17年度、Ｃ県立スポーツ
科学情報センター内にクラ
イミング、ボルダリング施
設を県が整備
・Ｃ県立スポーツ情報科学
センターの宿泊室は隣接し
たＤ市の施設利用時の利用
も可能であり、他自治体施
設も含めたスポーツ施設利
用向上に寄与
・Ｃ県立総合プールの50
メートルプールは11月～4月
上旬の間、スケートリンク
として運営

　（公財）東京都スポーツ文化事業
　団と比較した他団体事業内容の主
　な特徴

出典：各県ＨＰ等

○組織概要・事業内容・財務情報の比較（2018年度）

自治体名

団体名

組織概要

事業内容

財務情報



３　平成２６年度以降の事業実施状況

≪「経常収益額」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

３－１　経常収益額から見る事業動向

３－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

３－３　職員数の推移から見る経営状況　

・経常収益は、H28年度から大幅増となった。この主な要因は、
指定管理受託施設について、H27年度まで東京体育館、駒沢
オリンピック公園総合運動場、東京武道館、埋蔵文化財セン
ターの4施設だったものが、H28年度から辰巳水泳場が増え、5
施設となり、指定管理料が増加したためである。

・H28年度に比べてH29・30年度が減少したのは、埋蔵文化財
調査事業において受託金が減少したことと、H28年度には駒沢
運動場の施設改修に伴う高額の備品調達費が指定管理料に
上乗せされたためである。

・職員構成は、都派遣職員、固有職員（固有の常勤無期職
員）、常勤嘱託員（常勤有期職員）、非常勤職員である。

・都退職者は、常勤嘱託員及び非常勤職員となっている。

・常勤職員の都退職者数はほぼ変動なし。過去には都退職者
を非常勤に採用していたが、近年は非常勤の調整人員数は殆
どない。

・都派及び都退職者は、主に管理職・監督職を担っている。ま
た、事業団固有職員の監督職は育成中であり、管理職は未だ
いない状況である。

・補助金がH27年度から減少したのは、都派遣職員の人件費が
都の直接支給となったためである。

・指定管理料がH28年度から増加したのは、辰巳水泳場の指定
管理が開始したためである。

・指定管理以外の委託料が徐々に増加しているのは、主に、埋
蔵文化財調査事業に係る都各局との委託契約額が増加してい
るためと、都立学校活用促進モデル事業がH28年度に開始し、
H29年度に事業規模が拡大したためである。

・その他は、都と連携したスポーツ振興事業（1000km縦断リ
レー、スポーツ博覧会等）に係る負担金である。

5,071 
5,601 

7,423 
6,769 6,799 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29 H30

経常収益額 （単位：百万円）



４　主要事業分野に関する分析

（１／４）

事業
分野

事業
費用

指定管理者受託事業

事業
概要

（１）体育施設等の管理運営
（２）スポーツ振興事業

各指標に基づく分析

事業
収益

再委
託費

職員
構成

・都派遣職員は、主に管理職・監督職を担っている。

また、社会教育主事（都派遣）も在籍している。

・新規指定管理施設の受託（H28年度・辰巳）により
職員数は増加傾向である。

・固有職員採用はH25年度から再度採用を行ってお
り、増加傾向である。

・主な収益は指定管理料と体育施設利用料収益（都

財政受入以外）

・H28年度の収益増は、辰巳の指定管理開始及び

駒沢の施設改修に伴う備品調達費増により指定管

理料が増加したことと、リオオリンピック予選に伴い

東体の体育施設利用料収益が増加したことによる。

・H30年度に都財政受入以外の収益が減少し、都財

政受入割合が増加したのは、東京2020大会に向け

た東体及び辰巳の工事休館により、体育施設利用

料収益が減少し、指定管理料が増加したため。

・H28年度からの費用増は、辰巳の指定管理開始の
ため。

・H29年度の外注費の増及びその他の減は、駒沢
の施設改修・備品調達が終了し、再開に伴う施設運

営委託費が増加したため。

・H30年度の費用減は、東体及び辰巳の工事休館
による。

・再委託の内容は、体育施設の建物維持管理、建

物等警備、利用者サービス窓口業務、システム運

用保守委託等。

・再委託における事業団の業務は、業務の企画・統

括や都との連絡調整等。

・再委託費が増加傾向にあるのは、駒沢の施設改

修後の運営委託費が増加していること、H30年度に
東体及び辰巳の工事休館により備品移送費が発生

したこと等による。

274 188 242 240 252
387 407 593 696 749

1,141 1,093

1,937

1,665

1,492
1,801 1,687

2,771
2,601 2,494

0

1,000

2,000

3,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

指定管理者受託事業における費用
（単位：百万円）

人件費 外注費 その他



主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③

東京都の大規模改修工事による休館（東京体育

館：24年7月～25年3月、東京武道館：24年1月中旬
～8月中旬）の影響で利用者数が減少したが、25年
度以降回復し、29年まで順調に伸びていた。30年
は、東京2020大会に向けた改修工事により、東京
体育館が7月から休館となり個人利用者数が大幅
に減少した。

（注）３館合計値である。

毎年度、各館ごとに利用者満足度調査を実施して

おり、個人利用者及び団体利用者に対しては、安

全管理・清掃状態・職員の対応・総合的な満足度に

ついて、東京体育館におけるスポーツ振興事業等

の参加者に対しては、事業に参加した感想につい

て、「十分満足している」、「まあ満足している」と回

答した割合の平均値を利用者満足度として計上し

ている。年度によって増減はあるものの、利用者満

足度は95％以上の高水準で推移している。
（注）利用者満足度調査概要

・内容：東京体育館、駒沢オリンピック公園総合運

動場、東京武道館、東京国際辰巳水泳場の４施設

にて実施

（平成27年度までは東京国際辰巳水泳場を除く３施
設）

・対象：個人利用者、団体利用者、事業参加者

各体育施設において、世界大会等の大規模大会

や、エンターテインメント性の高い事業の積極的な

誘致に取り組んだことにより、毎年度高い稼働率と

なっている。

（注）H26年度～H29年度は、東京体育館、駒沢オリ
ンピック公園総合運動場、東京武道館の３館平均

値である。

H30年度は、東京体育館が7月から休館となったた
め、駒沢オリンピック公園総合運動場、東京武道館

の２館平均値である。

95.7% 96.5% 96.6% 96.6% 95.1%

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

事業成果①
■体育施設稼働率（3館平均）

808,876 873,074 894,619 910,102 

459,533 

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

事業成果②
■体育施設個人利用者数（3館合計）

95.7% 95.7% 95.6% 96.4% 96.5%

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

事業成果③
■利用者満足度



４　主要事業分野に関する分析

（２／４）

事業
分野

事業
費用

自主運営事業

事業
概要

（１）施設活用自主事業
（２）利用者サービス事業
（３）スマイル自主事業

各指標に基づく分析

事業
収益

再委
託費

職員
構成

・都派遣職員は、主に管理職・監督職を担っている。

また、社会教育主事（都派遣）も在籍している。

・他事業の影響により、微増減が生じている。

・固有職員採用はH25年度から再度採用を行ってお
り、微増傾向である。

・主な収益は参加料、協賛金、広告料、利用者サー

ビス事業収益（売店、駐車場等）

・H28年度からの辰巳の指定管理開始に伴い、水泳
教室の参加料収益等が増加した。

・利用者サービス事業収益は増加傾向にあったが、

H30年度は東体及び辰巳の休館により減少した。

・主な外注費は、イベント運営委託、売店・駐車場の

運営委託等。

・H28年度からの増は、辰巳の指定管理開始による。

・H29年度の増は、H28年度の黒字を利用し、イベン
トの規模拡大や協賛の増加、広報活動の拡大等、

自主事業に積極的に取り組んだことによる。

・再委託なし



主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③

・施設活用自主事業とは、指定管理制度のもと、施

設を有効活用するため、指定管理者が独自の創意

工夫を生かして実施するものであり、各館において

スポーツ振興に資する各種事業を実施している。

・東京体育館、東京武道館では、第2期（H23年度）
以降、それぞれ10～12、3～6事業を実施している。
また、駒沢オリンピック公園総合運動場では、第3期
（H26年度）以降は16～18事業実施している。
（注）H29東京武道館は休館により一部事業を中止。

H30東京体育館は休館により一部事業を中止。

・スマイル自主事業とは、都民がスポーツを楽しむ

きっかけづくりなどを目的として、事業団の独自財

源によりイベント等の開催や広報誌の発行等を実

施している。

・多くの人に「するスポーツ」「観るスポーツ」の機会

を提供し、「東京都スポーツ推進計画」にある「ス

ポーツに触れて楽しむ機会の創出」に寄与するもの

であり、H28年度から当事業団の経営目標に設定し、
H30年度は11事業を実施した。

・利用者サービス事業とは、指定管理制度のもと、

食堂や売店、駐車場の運営など、利用者のための

サービス提供を行うものであり、公益財団法人であ

る事業団としては、公益事業を実施するための重要

な収入源のひとつである。

・H29年度まで収支差額は増加していたが、H30年
度は東京体育館が7月から休館したため減少した。
（注）H27年度までは、東京体育館・東京武道館・駒沢オ
リンピック公園総合運動場の３施設の利用者サービス事

業の合計

11 12 10 10 
2 

16 16 18 17 

18 

5 6 4 1 
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東京体育館 駒沢オリンピック公園
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スマイル自主事業数の推移
（事業）

（年度）

166,962
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利用者サービス事業収支の推移

収入 支出 収支差額

（千円）

（年度）



４　主要事業分野に関する分析

（３／４）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

都との連携事業

事業
概要

（１）スポーツ国際交流事業
（２）地域支援・スポーツムーブメント醸成事業
（３）競技力向上事業

各指標に基づく分析

事業
収益

・補助金は、地域スポーツクラブの活動支援等に関する

事業への補助。H27年度からの減は、都派遣職員の人件
費相当分の減。

・委託料は、アスリートキャリアサポート事業及び都立学

校活用促進モデル事業の受託金で、事業の開始・拡大に

伴い増加傾向である。

・その他は、スポーツ国際交流事業、1000km縦断リレー、
スポーツ博覧会等に係る負担金で、主にラグビーW杯気
運醸成事業の開始及び終了により増減している。

・都財政受入以外の収益は協賛金収益等。

・主な外注費は、イベント運営業務委託。

・H27年度の減は、都派遣職員の給与直接支給開
始による。

・H28年度の増は都立学校活用促進モデル事業の
開始、H29年度の増は当該事業の規模拡大による。
・H30年度の減は、ラグビーW杯気運醸成事業が終
了したことよる。

・主な再委託費は都立学校活用促進モデル事業に

伴う受付窓口・管理指導員等業務委託。

・H29年度からの増は、学校事業の規模拡大に伴う
受付窓口・管理指導員等業務委託の増及び予約シ

ステム開発・運用開始による増。

・都派遣職員は、主に管理職・監督職を担っている。

また、社会教育主事（都派遣）も在籍している。

・都施策充実による業務拡大等により職員数は増

加傾向である。

・固有職員採用はH25年度から再度採用を行ってお
り、微増傾向である。



主な事業成果

事業
成果
①

・都において、東京２０２０大会やスポーツ実施率向

上等に向けた取組が加速する中、多くの事業実績、

事業運営能力を有する団体として、平成26年度以
降新たにTOKYOウォークなどのイベント事業や都立
学校活用促進モデル事業、アスリートキャリアサ

ポート事業などの事業を都と連携しながら実施して

いる。



４　主要事業分野に関する分析

（４／４）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

埋蔵文化財事業

事業
概要

埋蔵文化財発掘調査事業
埋蔵文化財の保護、活用及び広報普及に関する事業

各指標に基づく分析

事業
収益

調査事業では、直営による業務として、発掘調査

に不可欠な専門職員の高度な知識と経験をもとにし

た学術的な指導や調査報告書の作成を行い、外注

による業務としては、現場における重機類での掘削

や手作業による発掘などの人員を要する業務とし、

効率的な運営を行っている。

広報普及事業は、職員の専門性を最大限に活かし

て直営で実施している。

人件費は、技術の伝承と世代交代を図りながら、

定年退職者増と若手採用とのバランスを図り、ほぼ

一定の水準を保っている。

職員の専門性が必要な事業は直営で行い、民間活力
の投入により効率化できる部分は再委託している。

○埋蔵文化財調査事業
団 体：調査指導及び調査報告書の作成等
再委託：調査工事請負

○指定管理事業
団 体：展示公開及び行事の企画実施

建物庭園管理計画作成、修繕等企画実施
再委託：建物管理（受付警備、清掃、法定点検等）

遺跡庭園維持管理（清掃、樹木剪定等）

都派遣の内１名の監督職を除き、すべての職員
が埋蔵文化財に関する高度な知識を持つ専門職で
ある。
○都派遣職員
課長職１名（管理監督者)

○固有職員
埋蔵文化財調査事業、普及啓発事業等の実施者

○常勤嘱託職員
固有職員と同じ

○非常勤職員
普及啓発事業の補助者

○その他常勤職員

事業収益の上昇傾向は落ち着いたが、30億に迫る
収益を維持している。これは、2020に向けた各種事業
が終息し、都や国の施設整備や道路整備事業などが

活発に動き出したためである。都の財政支出額の９割

程度は各局との調査委託業務である。平成30年度は
やや減じたものの、各局の調査を着実に実施している。

また、指定管理料は、着実な執行と積極的な事業展開

により高い利用者満足度と利用者数を確保している。

都補助金は主に管理運営に関するものであり、平成27
年度以降、都派遣職員の給料手当を都が直接支払う

ために減となったが、事業内容に変更はなく適切に執



その他補足資料等

主な事業成果

事業
成果
①
埋蔵
文化
財調
査事
業

事業
成果
②
広報
普及
事業

利用者数の目標値(自主設定した目標値)
・第一期指定管理期間(H18-H22) 25,000人
・第二期指定管理期間(H23-H27) 27,500人
・第三期指定管理期間(H28-H32) 27,500人

積極的な広報活動により、着実に目標を達成してき
た。このことは、指定管理者評価委員会でも、展示ス
ペースや事業規模からみても高い目標値であると認め
られるとともに、毎年安定した利用者数を記録している
ことが高く評価されている。
平成28年度からは第三期指定管理期間となり、行事
の質の向上に取り組むことなどを通じて、高い利用者
満足度と利用者数を確保している。

東京都内の埋蔵文化財発掘調査は、都と区市町村との

役割分担により、国及び都の開発事業に伴う発掘調査事

業を都が担当することになっている。東京都埋蔵文化財

センターは、都の補完機関であり、都教育委員会の監督・

指導の下、発掘調査等を行う専門機関として調査体制を

維持し、大規模開発をはじめとした公共事業の円滑な実

施に貢献してきた。平成30年度も事業件数は減じたもの
の、道路などの大規模事業の増により、事業費は高水準

である。いずれの事業も都及び国の関係機関との調整を

行いながら、調査研究員の適切な配置等、人員の面でも

柔軟に対応し、調査を着実に完遂した。



1-5【団体】ＳＷＯＴ分析

５　団体経営に関する分析・評価　≪ＳＷＯＴ分析を用いた戦略分析≫

内
部
要
因

【スポーツ事業】
・スポーツ団体、大学等との密接な連携
・都のスポーツ施策に即した事業展開
・二期10年に渡る都立体育施設の管理・運営実
績を生かした施設運営
・利用しやすい料金設定
・95％を超える利用者満足度

【埋蔵文化財事業】
・高度な考古学的知識と調査ノウハウを持つ職
員が多数存在

【共通】
・良好な財務体質
・スポーツの普及振興及び埋蔵文化財保護とい
う団体の特性に即した固有職員の採用・活用

【スポーツ事業】
・一部施設・設備の老朽化（改修・修繕費用の予
算及び休館期間の確保に制約がある。）
・団体固有職員が若手に偏っている。

【埋蔵文化財事業】
・人員数から、これ以上、広報普及事業に係る行
事等の回数を増やすことが困難である。
・ベテラン職員の退職によりノウハウ継承が困難

【共通】
・原則5年毎の指定管理者選定
・（民間との経営比較という視点で）収益性のみを
追求した事業運営は不可能
・改修工事、東京2020大会開催に伴う休館によ
る一時的な財務内容の悪化

強み 弱み

外
部
環
境

機会（ニーズの増加・役割の増大） 脅威（ニーズの減少・役割の縮小）

【スポーツ事業】
・健康志向の高まり
・東京2020大会、ラグビーワールドカップの開催
・障害者スポーツの認知度向上
・国際大会等における日本人選手の活躍
・働き方改革（ライフ・ワークバランス）
・景気の回復感
・ニュースポーツ等のスポーツ種目の多様化
・少子高齢化（高齢者層の増加）

【埋蔵文化財事業】
・東京2020大会に伴う公共事業の増
・日本文化への関心の増大

【スポーツ事業】
・新規オリパラ施設等の開設による大規模大会、
商業イベントの争奪激化
・東京2020大会後の景気の不透明さ
・団体利用施設は、国・区市町村施設、また、個
人利用施設は、民間施設と競合
・都施策による業務量の変動
・地域コミュニティの希薄化
・少子高齢化（子供の減少）

【埋蔵文化財事業】
・東京2020大会後の公共工事減少の見込み
・調査事業数への外的要因の影響が大きい

【共通】
・優秀な人材確保が困難



 
 

 

  

 
 
（１）スポーツ部門 

 東京２０２０大会後を見据え、新規恒久施設やアスリート人材などのレガシーを最大限活用し、当事業団の使命で

ある都民のスポーツ振興を一層推進していくためには、都が進める見える化改革等をふまえながら、都施策の現場を

担うスポーツの専門家集団として進化していく必要がある。 

  

① スポーツレガシーを推進し、スポーツ実施率の向上を目的としたソフト事業の展開 

当事業団はこれまで都のスポーツ行政の現場を担う団体として、都と連携しながら、施策連動性の高い事業を単発

的に共催または受託し実施してきた。しかし、東京２０２０大会というビッグイベントがもたらすレガシーや伸び悩

むスポーツ実施率など、スポーツ行政を進めていくうえで重点的に取り組むべき主要課題に対し、当事業団はこれま

で以上に施策目的に特化した事業展開を進めていかなければならない。そのためには、施設管理というハードに軸足

を置いた取組に加え、ソフト事業をより重視していく必要がある。レガシーにつながる新たな事業の実施や、女性や

働き盛り世代などスポーツ実施率の低い層をターゲットとした事業を展開するなど、質・量ともに工夫を凝らし、よ

り魅力的で効果的な事業を計画・実施していくことが求められている。あわせて、そうした事業展開の基盤となる各

施設や事業団全体の情報システムについて、東京２０２０大会が近づくにつれサイバー攻撃等の脅威が増す中、更な

る安全性を確保していかなければならない。 

 

② より効果的・効率的なスポーツ施設の管理と施設の魅力向上 

当事業団が管理運営している施設は多くの都民にご利用いただいており、利用者目線に立って、より使いやすく、

より分かりやすい施設運営を行い、施設や事業のより一層の魅力向上を図っていく必要がある。また、都民の声を運

営の改善に生かし、それを利用者である都民へも公開していく仕組みの構築や、事業の参加者の声を都に届け、都施

策や事業展開へ影響を与えていくような取組が求められている。 

今まで以上に利用者のニーズを的確にとらえた施設運営、さらには、そうした施設の魅力を効果的に発信すること

が必要不可欠であり、その礎となる運営体制については、これまでのスキームにとらわれることなく、各事業者の専

門性を活かした効果的・効率的な運営形態を構築していくことが重要である。 

  

③ 障害者スポーツの更なる推進 

障害者スポーツの振興の重要性が更に増すことが見込まれる中、都政の補完機能を果たすべき当事業団としては、

東京２０２０大会以降もパラリンピックのレガシーとして障害者スポーツの強化・充実を推進していくことが重要で

ある。今後、既存事業の体系の中に障害者の視点を積極的に取り入れ、より強化・充実させることにより、障害者ス

ポーツの裾野拡大を図っていくことが必要である。 

 

④ スポーツレガシーを推進する団体として発展するための組織体制の強化 

２０２０年というスポーツ行政にとって大きな転換期を迎えようとしている今、政策連携団体である当事業団はス

ポーツレガシーを推進する団体として更なる飛躍を遂げていかなければならない。局からの委託事業の執行に止まら

ず、団体自らの力で考え、現場ならではの事業提案や戦略的な事業展開を行うことができるよう、柔軟な執行体制を

構築し、企画調整機能の強化を図っていく必要がある。 

一方、契約職員は契約期間満了後、他団体等へ転職されることや、売り手市場の社会状況もあり、人材の確保に苦

慮している現状がある。東京２０２０大会後の大会関係者等の貴重な人材を獲得するためにも、人事制度を強化し、

魅力的なものとしていくことが必要である。また、これまで以上に高いパフォーマンスを発揮するためには、専門性

を発揮する固有職員、事業増減に対応しやすい契約職員、都の意向を迅速に具現化する都派遣職員といった職員種別

の配置をより最適化していかなければならない。 

 

（２）埋蔵文化財部門 

都民・国民共有の文化遺産である埋蔵文化財を適切に調査・研究し、次の世代に確実に引き継いでいくため、職員

の育成や技術の継承を的確に行い、埋蔵文化財事業を着実に進めていく必要がある。 

 

⑤ 調査研究員の育成及び技術の継承の必要性 

埋蔵文化財センターは発足当初、多摩ニュータウン遺跡群調査などの大規模調査を実施してきたが、現在では都内

各地に展開し、１つの現場に２、３人しか配置されない小規模な調査事業が中心となっている。大規模調査現場では

若手からベテラン職員まで一つの現場に一定規模の職員が配置される中、若手は様々な専門・経験を有する職員から

知識・技術を得ることができたが、現在ではきめ細かな知識・技術の継承が難しくなっている。さらに、若手のいる

現場に必ずしも指導に適した人材を配置することも困難となっている。 

  また、センターでは調査事業の推移を勘案し、平成８年度から平成２３年度までの間、固有職員を採用してこなか

ったが、近年、多数の定年退職者が見込まれる中、東京２０２０大会開催に伴う調査事業量増などに対応するため、

平成２４年度から採用を再開し、平成２９年度までに１８名の固有職員を採用している。 

しかし、職員採用をしない期間が１６年と長期になったため、ベテラン職員と若手職員の間の中間層が欠落してお

り、知識や技術の向上を図ることを目指して次世代の監督職の早期育成が課題となっている。 

２．自己分析を踏まえた経営課題 



 
 

 

  

② 利用者目線に立ったスポーツ施設の運営と魅力的なサービスの提供 

③ 障害者スポーツを実践する場の拡大及び支える人材の育成 

④ 外部人材の活用や職員の適正配置等によるスポーツ事業の企画・調整機能の強化 

⑤ 調査研究職員の長期的視点に立った人材育成及び技術の継承（埋蔵文化財部門） 

 スポーツ事業は、スポーツを実践する現場を管理運営している当事業団が、その強みを発揮できる重要な分野で

ある。これまでも、指定管理事業であるスポーツ振興事業などにおいて、豊富な経験を生かして充実した事業を行

ってきたところである。今後は以下④の体制強化をふまえ、スポーツ事業企画の専門家集団として更なる高みを目

指し、都施策の具現化に貢献していく。まず、スポーツ実施率の向上に向け、女性や働き盛り世代などに焦点をあ

てたソフト事業の企画・運営を強化していくとともに、参加者ニーズの反映や定員数・実施時間の工夫等を行うこ

とで、より多くの都民に利用機会を提供していく。また、現場ならではの視点と専門性を生かし、東京２０２０大

会のレガシーを生かした多面的な事業を企画し、都に提案していく。さらに、将来的には都事業に限らず、他の団

体と連携したソフト事業の展開も視野に入れ、まずは、（一社）東京都レクリエーション協会と連携したレクリエ

ーション事業にも力を入れ、スポーツ実施率の低い層でも参加しやすいスポーツの場や機会を拡大していく。あわ

せて、事業展開の拠点ともなる各施設のウェブサイト等の情報セキュリティの向上を図っていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

３．経営課題解決のための戦略 

① 企画調整力に裏打ちされた実効性の高い事業展開 

 都民の共有財産である都立施設を預かる当事業団としては、利用者目線に立った、利用しやすく分かりやすい施

設運営に努めなければならない。そのためには、第一に利用者のニーズを的確にとらえ、第二にそれを改善へとつ

なげ、利用者へ公表することなどにより、満足度向上に帰結させていくことが重要である。利用者の声とその対応

に関する情報を公開し、利用者サービスの向上を図るとともに、ホームページ等で施設機能の効果的なＰＲを行う

ことにより、施設の魅力向上に向けて取り組んでいく。また、「パートナーシップ会議」を通じて都施策の方向性

や利用者の声を共有するとともに、現場ならではの事業提案を行い、サービス・魅力向上に向けた意見交換を踏ま

え、都民・利用者の視点に立ちながら都と一体となった取組を実施していく。加えて、スポーツ振興策の重要な拠

点となりうる都立体育施設について、新たなソフト事業を展開するフィールドとして最大限活用するためにも、現

在のスキームにとらわれず、各事業者の専門性を活かしたより効果的・効率的な施設運営体制を構築し、新規施設

も視野に入れながら確実な受託を目指していく。 

 東京都は、障害者スポーツを東京２０２０大会のレガシーとしていくとともに、障害者スポーツが社会に溶け込

んだ東京を創るため、新たな計画策定を進めている。当事業団としてもそうした都の考えと歩調をあわせ、これま

で以上に主体的に障害者スポーツの振興に注力していく。 

具体的には、都立学校活用促進モデル事業において、都と連携しながら、新たな施設予約システムの稼働や体育

施設の貸出し校数の順次拡大、協力団体との更なる連携などによる体験教室の充実等を図る。さらには、そうした

事業運営を通して得られたノウハウも生かしながら、これまで実施してきた事業に障害者スポーツの視点を新たに

盛り込んでいくことで、障害者スポーツの裾野拡大を促進していく。また、そうした取組の質を高めるとともに管

理運営する各施設におけるサービス向上のためにも、担い手となる職員に対し障害者関連資格の取得を促進するな

どの育成を図り、実施体制の強化を図っていく。 

 当事業団が東京２０２０大会のレガシーを支え、有効活用していくためには、これまでの現場経験等をふまえつ

つ、より専門性の高い企画調整能力を発揮していかなければならない。そのためには、これまでの発想や枠組みに

とらわれず、外部の知見を積極的に取り入れることや、執行体制の充実を図ることにより、更なる企画力の強化、

組織力の向上を図っていく必要がある。 

具体的には、高度な専門性を持った人材を有効活用することや、新規事業の展開をも視野に入れた各種別職員（固

有職員・契約職員・都派遣職員）の最適な配置、その実現に向けて必要な人材を確保するための人事制度の見直し

について戦略的な計画を策定し、早期に実施することにより、専門家集団としてのパフォーマンスを更に高めてい

く。 

 調査研究員は高い専門性が求められるため、新規採用職員から監督職までの各段階において、技術・知識やノウ

ハウを着実に継承していくための人材育成システムを構築していく必要がある。 

そのため、民間機関が実施する研修制度を活用した新人職員育成リーダー養成研修の受講、文化財発掘調査に必

要な知識・技術の習得のための実務研修の実施、監督職の早期育成に向けた研修カリキュラムの策定などの人材育

成策を長期的な視点で実施していく。 

スポーツ事業は、スポーツを実践する現場を管理運営している当事業団が、その強みを発揮できる重要な分野で

ある。これまでも、指定管理事業であるスポーツ振興事業などにおいて、豊富な経験を生かして充実した事業を行

ってきたところである。今後は以下④の体制強化をふまえ、スポーツ事業企画の専門家集団として更なる高みを目

指し、都施策の具現化に貢献していく。まず、スポーツ実施率の向上に向け、女性や働き盛り世代などに焦点をあ

てたソフト事業の企画・運営を強化していくとともに、参加者ニーズの反映や定員数・実施時間の工夫等を行うこ

とで、より多くの都民に利用機会を提供していく。また、現場ならではの視点と専門性を生かし、東京２０２０大

会のレガシーを生かした多面的な事業を企画し、都に提案していく。さらに、将来的には都事業に限らず、他の団

体と連携したソフト事業の展開も視野に入れ、まずは、（一社）東京都レクリエーション協会と連携したレクリエ

ーション事業にも力を入れ、スポーツ実施率の低い層でも参加しやすいスポーツの場や機会を拡大していく。あわ

せて、事業展開の拠点ともなる各施設のウェブサイト等の情報セキュリティの向上を図っていく。 

② 利用者目線に立ったスポーツ施設の運営と魅力的なサービスの提供 

③ 障害者スポーツを実践する場の拡大及び支える人材の育成 

④ 外部人材の活用や職員の適正配置等によるスポーツ事業の企画・調整機能の強化 

⑤ 調査研究員の長期的視点に立った人材育成及び技術の継承（埋蔵文化財部門） 



 
 

   
 
 
 
 

３年後（2020 年

度）の到達目標 

・スポーツレガシーを推進するため、施設管理というハード事業とともに、スポーツ実施率の向上を目的としたソ

フト事業を推進し、都民のスポーツ振興に寄与している。 

・施設はあるものの指導者が不足している区市町村の施設等に対し、事業団のネットワークを活用し、指導者とし

てアスリート等を派遣していく事業、また、都民がそういった区市町村の施設を気軽に利用できるようにするた

めの紹介事業が推進され、アスリート・施設・都民をつなぐコンシェルジュ的役割を事業団が担っている。 

・スポーツ実施率の向上に向け、実施率の低い層に訴求しやすい事業が実施されている。 

・スポーツ非実践層へのアプローチに有効なレクリエーションに関して、東京都レクリエーション協会との連携や

職員の資格取得促進などにより、事業団に不足していたノウハウが取り入れられ、効果的なレクリエーション事

業が実施されている。 

・安全な情報セキュリティ環境が整備され、サイバー攻撃等による被害が未然に防止されている。 

実績（2019 年 11

月末時点）及び

要因分析 

目標に向けて着実に実行中 

・都民のスポーツ振興に寄与するため、適宜見直しを行いながら都民ニーズに応える事業を実施している。 

・コンシェルジュ的役割の核となる指導者派遣事業や施設紹介事業について、2020 年度の実施に向けて検討・調

整している。 

・東京都レクリエーション協会との連携を通して、資格取得促進及びスポーツ実施率の低い層等を対象とした事業

を推進している。 

・関係団体と連携を取りながら、個人情報漏えい防止等セキュリティ強化を進めている。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

レガシーにつ

ながるコンシ

ェルジュ事業

の提案・実施 

・更に発展させたコ

ンシェルジュ事業案

を検討する。先行実

施できるものから試

行していくため、都

と予算措置や人員措

置について調整す

る。 

①区市町村等からの

指導者の派遣要請に

応じて、要請内容に

見合った指導者を区

市町村施設等に派遣

する事業 

②都民等からのスポ

ーツをする場所に関

する問い合わせに対

し、場所・希望など

相手の要望に合った

施設を紹介する事業 

・東京アクアティク

スセンターのメモリ

アルギャラリーにつ

いては、他施設との

連携も踏まえながら

都と実施内容の調整

を図っていく。 

・区市町村への指導者派遣

事業・施設利用紹介事業に

ついて、令和２年度事業開

始に向けて都と予算や人

員を調整 

 

・東京アクアティクスセン

ターのメモリアルギャラ

リーについて、実施内容を

調整 

・コンシェルジュ事業をレガ

シー活用につながる中核的

事業と位置づけ、以下の事業

を先行実施。その実施状況を

踏まえながら、事業のブラッ

シュアップや拡充を図り、更

なる詳細な制度設計や、都と

予算化・人員措置についての

調整を進めていく。 

①指導者派遣については、都

体協及び競技団体等と連携

し、区市町村及び関係団体へ

指導者を派遣する。 

②施設の紹介については、ス

ポーツ情報を発信するWEB上

のプラットフォームを構築

し、その中で体育施設検索シ

ステムを公開する。都及び区

市町村施設やTOKYOスポーツ

施設サポーターズ事業対象

施設、都立学校活用促進モデ

ル事業対象施設等の情報を

一元化し、都民にワンストッ

プで施設の案内をしていく。 

・専任担当部署を設け、東京

2020 大会・都と連携したイベ

ントの経験・自主事業実施等

の実績及びノウハウを最大

限発揮して、2021 年度以降の

更なるレガシー活用に向け

た検討を進めていく。 

・東京アクアティクスセンタ

ーのメモリアルギャラリー

について、都に対し、ＩＣＴ

技術等を活用した展示案を

改めて提案する。 

2019 年度、事業開始に向け

たニーズ調査や関係各所

へのヒアリングを実施し、

その結果に基づいて事業

内容や方向性を調整した。

それに伴い 2020 年度の目

標を改訂した。 

 

４．2020 年度までの 3 年間の取組事項 

① 企画調整力に裏打ちされた実効性の高い事業展開 



 
 

   

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

自主事業のメ

ニューの充

実・利用機会の

拡大 

・駒沢におけるター

ゲットを明確にした

新規５事業をはじ

め、各施設における

見直し事業を着実に

実施 

 

・さらに、2020 年度

に向けた見直し（ス

ポーツ実施率の低い

層などをターゲット

にした計４事業）を

進めていく。 

・駒沢において新規５事業

を予定通り実施中 

・見直しを行った４事業の

うち、２事業について今年

度より実施。残りの２事業

については、次年度の実施

に向けて調整中 

・2019 年度に見直した事業を

実施。また、適宜見直しを行

いながら 2021 年度以降も継

続 

・東京アクアティクスセンタ

ーの事業開始に向けて、新た

な都民ニーズ等をふまえな

がら事業計画を再度見直し 

2021 年度以降の視点を追

加 

レクリエーシ

ョン事業の推

進 

・（一社）東京都レク

リエーション協会と

連携しながら、当事

業団として新たにレ

クリエーション事業

（計２事業）を実施

する。 

 

・都立学校活用促進

モデル事業において

都レクリエーション

協会と実施する体験

教室の回数を増加

（２５回） 

・都レクと連携した新規２

事業について、実施に向け

て準備中 

・都立学校活用促進モデル

事業における都レクとの

体験教室について、全２７

回のうち２４回まで実施 

・チャレンジ・ザ・ゲーム

普及審判員３名取得 

・左記事業を継続しつつ、そ

こで得られたノウハウを生

かし他の事業団実施事業に

もレクリエーションの要素

を反映 

 

・都立学校活用促進モデル事

業で培ったノウハウを活か

し、各種事業において都レク

リエーション協会と連携し

たレクリエーション事業を

展開していく。 

― 

 

 

安全な情報セ

キュリティ環

境の整備 

・組織全体のセキュ

リティ強化策の実施

（例：セキュリティ

ポリシーの強化、権

限設定の厳密化や各

機器の統合集中管理

による監視体制の強

化） 

 

・セキュリティマイ

ンド向上のための研

修を実施 

 

・警視庁等との情報

交換を継続実施 

→最新情報をもとに

セキュリティ体制の

見直しを実施 

 

・東京２０２０大会

に向けた組織委員会

との協議・協力 

・組織全体のセキュリティ

強化を実施 

 

・個人情報管理に関する研

修を実施 

 

・警視庁や内閣官房等の関

係機関との連携を継続実

施 

 

・東京２０２０大会に向け

て組織委員会と協議・協力

を実施 

・関係機関である警視庁サイ

バー攻撃対策センター、内閣

官房内閣サイバーセキュリ

ティセンター、東京都戦略政

策情報推進本部ICT推進部と

の情報交換を継続実施 

→最新情報をもとにセキュ

リティ体制の見直しを実施 

 

・セキュリティマインド向上

のための研修を実施 

 

・大会会場の指定管理者とし

て東京２０２０大会の開催

時も継続的な情報発信を維

持 

 

・東京２０２０大会開催に当

たり組織委員会との協議・協

力 

関係先を追加 

 



 
 

 

  

 
 
 
 
 

３年後（2020 年

度）の到達目標 

・行政感覚を有する政策連携団体であり、また、公益活動を目的とする公益財団法人でもある事業団がこれまで蓄

積してきたノウハウを最大限生かし、都民のスポーツ振興やスポーツレガシーの推進を最優先とした施設運営、

事業展開を行っている。 

・管理運営する指定管理施設において、寄せられた利用者の声が施設運営に反映され、そうした対応に関する情報

も含めて利用者に公開されている。 

・パートナーシップ会議において、他施設の好事例の導入が図られ、また、自らの管理施設の取組を紹介すること

により、指定管理者間の相乗効果が発揮され、都立施設全体の魅力向上が図られている（各年度 紹介１事業、

導入 1 事業）。 

・指定管理施設を拠点にスポーツ実施率の向上や障害者スポーツの振興のための事業等が実施され、さらにはレガ

シーにつながる新たな事業が推進されている。 

実績（2019 年 11

月末時点）及び

要因分析 

目標に向けて着実に実行中 

・コンソーシアム事業者の担当者会議やパートナーシップ会議を活用して情報の共有を行い、各施設の運営や魅力

向上に活かしている。 

・利用者から寄せられる要望等について、各館で改善を図るとともに事業団内で共有し、対応情報も含めて利用者

に公開している。 

・５Ｇネットワーク構築やキャッシュレスの推進など、新たな都政課題への協力や検討を積極的に行った。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

利用者の声を

重視した施設

運営 

・コンソーシアム全

社による担当者会議

において利用者の声

とその対応策につい

て協議し、決定後、

速やかに実施。それ

ら利用者の声やその

対応について引き続

き公表していくとと

もに、事業団幹部会

議において議論・共

有し、好事例につい

て他の事業団管理施

設での導入を進めて

いく。 

・東京武道館におけ

る早朝営業の試行を

実施（５～６月にか

けて開館時間を１時

間半前倒し。アンケ

ート等による効果測

定を行い、都に提言） 

・各館において、コンソー

シアム事業者との会議を

定期的に開催し、情報交

換・情報共有を行った。 

 

・事業団幹部会議におい

て、各施設の管理運営状況

を共有し施設運営に活用 

 

・東京武道館において、令

和元年５月１日～６月３

０日にかけて早朝開館を

実施。影響や課題等を分

析、結果を都へ報告し、今

後の継続実施等を見送る

こととした。 

引き続き、新たな利用者の声

に対する対応を進めるとと

もに、コンソーシアム担当者

会議や事業団幹部会議にお

いて、過去に実施した対応策

に問題がないか、更なる改善

点がないかを再点検し、施設

サービスの向上を図ってい

く。 

東京武道館の早朝営業試

行の結果を受けて、今後の

継続実施や他施設での実

施を見送ることになった

ため、該当箇所を削除 

パートナーシ

ップ会議の活

用 

・自施設での利用者

の声を生かした取組

やノウハウを紹介す

るとともに、他施設

での好事例を導入す

ることにより、都立

施設全体のレベルア

ップに貢献していく

（紹介１事業、導入

１事業） 

・実施した取組を適

宜ＰＤＣＡサイクル

で検証し、都と連携

しながらサービスの

質・量のレベルアッ

プ、施設サービスの

魅力向上を図る 

・指定管理者側から

も議題の提案や問題

提起を行い、会議の

活性化を図ってい

く。 

・第一回パートナーシップ

会議に参加 

・他施設での好事例を導入

（1 事業） 

・事業団の取組について次

回紹介予定 

・引き続き、自施設の取組紹

介や他施設での好事例の導

入を進めることにより、都立

施設全体としての魅力向上

に寄与していく（紹介1事業、

導入１事業） 

 

・引き続き、ＰＤＣＡサイク

ルで検証を行い、都と連携し

ながらサービスの質・量のレ

ベルアップ、施設サービスの

魅力向上を図る 

 

・引き続き、指定管理者側か

ら議題の提案や問題提起を

行い、会議の活性化を図って

いく。 

― 

 

② 利用者目線に立ったスポーツ施設の運営と魅力的なサービスの提供 



 
 

   

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

指定管理施設

を通じた都施

策への積極的

な貢献 

・新たに受託した施

設も含め、管理施設

全体を活用しなが

ら、スポーツ実施率

向上や障害者スポー

ツ振興のための各種

スポーツ事業等を実

施していく。(81 事

業) 

 

・２０２０大会会場

となっている施設に

ついては、大会の成

功に向け、東京都及

び組織委員会と緊密

に連携した施設運営

を行っていく。 

 

・それ以外の施設に

ついては、ラグビー

ワールドカップ２０

１９ＴＭ及び２０２

０大会の影響で休館

となる他施設の受け

皿としての役割を見

据えた運営を行って

いく。 

・スポーツ実施率向上や障

害者スポーツ振興のため

の 81 事業を計画通り実施

中 

 

・大会会場施設において、

都及び組織委員会と緊密

に調整を行った。 

 

・その他の施設において、

休館施設の受け皿として

の役割も担っている。 

 

・東京体育館において、大

会に向けた５G 整備につい

て都及び通信事業者等と

調整中 

 

・３館におけるキャッシュ

レス導入の検討 

・スポーツ実施率が低い層に

向けた事業、非実践層に訴求

するためのレクリエーショ

ン事業、障害者スポーツの普

及に資する事業など各種事

業を着実に実施 

・各都立スポーツ施設の次期

指定管理期間が開始する

2023 年度に向けて、それらの

指定管理獲得に向けた具体

的検討を開始 

・２０２０大会会場となって

いる施設については、大会の

成功に向け、東京都及び組織

委員会と緊密に連携した施

設運営を行っていく。 

・それ以外の施設について

は、２０２０大会の影響で休

館となる他施設の受け皿と

しての役割を見据えた運営

を行っていく。 

・5G について、引き続き、導

入に向けた調整を行ってい

くとともに、２０２０大会の

実績を踏まえてレガシー活

用の側面から再開館後の効

果的な利活用を検討する。 

・東京体育館再開館のタイミ

ングに合わせて３館でキャ

ッシュレスを導入する。 

新たな都政課題等へ的確

に対応するため、取組内容

を追加 

 



 
 

 

  

 
 
 
 
 

３年後（2020 年

度）の到達目標 

・障害者スポーツの実践の場となる都立特別支援学校の開放を拡大するとともにスポーツ体験教室を拡充する。 

・質の高い事業実施、サービスの充実のため、障害者関連資格の取得を促進する。 

・既存事業に障害者スポーツの視点を導入する（３事業）とともに、新規事業（１事業）を実施する。 

実績（2019 年 11

月末時点）及び

要因分析 

目標に向けて着実に実行中 

・都立学校活用促進モデル事業において、対象校を毎年５校ずつ増やし、スポーツ体験教室を拡充。登録団体や利

用者の増加に繋がっている。 

・障害者関連資格について、当初の目標数値以上の結果を達成。引き続き資格取得を促進する。 

・障害者スポーツの視点を導入し、事業の見直し及び新規事業を検討、実施している。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

都立学校活用

促進モデル事

業の拡充 

・実施校を順次拡大

（新たに５校拡大

（計２０校）） 

 

・事業を効果的に周

知し継続的な運営を

行う。 

 

・全実施校で多様な

体験教室を開催する

とともに運営体制を

構築する。 

・予定通り 20 校で実施 

 

・体育施設利用案内を作成

し、事業を効果的に周知 

 

・障害者スポーツ団体等の

協力団体と連携し体験教

室を実施中 

・実施校を順次拡大（更に５

校拡大（計２５校）） 

・2020 年度のモデル事業終了

に伴い、過去 5 年間の実績を

分析し、2021 年度以降の拡大

に向けてより効率的な管理

手法を検討 

・体育施設貸出事業及びスポ

ーツ体験教室を更に拡大し

充実させる。 

都立学校活用促進モデル

事業終了に伴い、これまで

の実績を活かしていくた

めにより積極的な目標へ

改訂 

障害者関連資

格の取得促進 

・ユニバーサルマナ

ー検定を継続実施 

 

・障がい者スポーツ

指導員資格の取得を

促進（１名） 

・障害者等対応研修を実施 

 

・障がい者スポーツ指導員

資格５名取得 

・左記研修を継続実施 

 

・引き続き、資格取得を促進

（2020 年度２名、計７名） 

・内容を見直し、検定取得

から実務形式を含む研修

に変更 

 

・早期に目標を達成したた

め、計画を前倒しし、残り

の担当職員も資格を取得

する。 

障害者スポー

ツ関連事業の

充実 

・見直しを行った事

業（３事業）を実施 

 

・新規事業の準備 

・体育の日記念事業におい

て、見直し３事業を実施 

 

・新規事業の準備を行い、

７月に実施 

・見直しを行った事業を引き

続き実施 

 

・新規事業を引き続き実施 

前倒しで実施した新規事

業について、適宜見直しを

行いながら 2020 年度も引

き続き実施する。 

 

③ 障害者スポーツを実践する場の拡大及び支える人材の育成 



 
 

 

  

 
 
 
 
 

３年後（2020 年

度）の到達目標 

・ハード・ソフト両面のスポーツレガシーを発展させていく団体としての組織体制が整っている。 

・各事業ごとに適した外部人材の活用を図ることにより、必要な専門性が確保され、効果的な事業展開がなされて

いる。 

・各種別の職員が適材適所に配置され、主任級昇任制度をはじめとした処遇の改善や研修等が行われている。 

・双方向の人事交流について都との協議をふまえ、実施されている。 

・計画的な人事ローテーションや資格取得促進により、職員の幅広い知識・能力が身についている。 

実績（2019 年 11

月末時点）及び

要因分析 

目標に向けて着実に実行中 

・「組織体制・人材育成方針」を策定し、外部人材の活用や計画的な人材育成を実施中 

・事業団と都の間において、双方向の人事交流を実施中 

・人事ローテーション及び資格取得支援を通して、職員の幅広い知識・能力の習得を促進 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

新たな知見を

持つ高度専門

人材の活用 

・各事業により求め

られる専門性が異な

るため、事業ごとの

きめ細やかな活用に

ついて、活用形態（直

接雇用やアドバイサ

ー等による活用）も

含めて検討・実施し

ていく。 

（事業ごとに求めら

れる人材のイメー

ジ） 

➢競技力向上事業

（テクニカルサポー

ト事業）：大学院等で

当該分野を専攻する

人材 

➢施設運営事業：同

種の業務経験や業界

関係者との人脈を有

する人材 

➢障害者スポーツ事

業：アドバイザーと

しての障害者アスリ

ート 

➢地域スポーツクラ

ブ事業：地域スポー

ツ等(スポーツ社会

学等)を専門とする

大学講師 

・高度専門人材が持

つ知見やノウハウ等

について、OJT 等を通

じて事業団職員に継

承していく。 

・事業に応じた専門性を有

する外部人材を活用し、事

業をより効果的に推進 

 

・専門人材が持つ知見やノ

ウハウ等について、OJT 等

を通じて組織内での継承

を促進 

・雇用した人材は都のスポー

ツ振興に資する能力を備え

た人材として育成し、継続し

て事業団内で活用していく

ほか、これらの人材が事業団

で培った経験やスキルを社

会に還元していくための人

材輩出の仕組みについても

検討していく。 

 

・高度専門人材が持つ知見や

ノウハウ等について、事業団

が今後取り組んでいくべき

事業の企画・検討に活用する

とともに、引き続き、OJT 等

を通じて事業団職員に継承

していく。 

専門的知見を持つ外部人

材の活用について、団体と

しての目的を追記した。 

効果的・効率的

な人員体制の

構築・強化 

・事業展開の状況に

即して戦略プランを

柔軟に見直し 

・方針に基づき主任

級昇任選考を実施

（対象者２名） 

・方針に基づき契約

職員を固有職員に振

り替る人員要求を実

施予定（数名） 

・管理監督者層の早

期育成を検討 

・方針に則して実行中 

 

・方針に基づき契約職員を

固有職員に振り替える人

員要求を実施 

・事業展開の状況に即して戦

略プランを柔軟に見直し 

 

・引き続き、主任級昇任選考

を実施（対象者２名） 

 

・固有職員主任級職昇任予定 

― 

④ 外部人材の活用や職員の適正配置等によるスポーツ事業の企画・調整機能の強化  



 
 

   

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

都施策の実践

力を高めるた

めの職員育成 

・政策連携団体改革

の結果を踏まえなが

ら都と協議し、人事

交流について速やか

に実行（１名） 

・派遣方法につき都

（局）との人事交流

の協定内容を都と調

整 

・埋蔵文化財部門において

都との人事交流を実施中。

次年度について都と調整

中 

・スポーツ部門において次

年度以降について都と協

議中 

・引き続き人事交流を実施

（１名） 
― 

計画的な職場

ローテーショ

ン等による人

材育成 

・継続実施 

 

・資格取得等の支援

制度を開始 

・部門間の人事異動実施 

 

・資格取得等の支援制度を

実施中 

・スポーツ部門と埋蔵文化財

部門及び管理部門と事業部

門において部門間の人事異

動を継続実施 

 

・引き続き、資格取得等の支

援制度を実施し、職員へ必要

な情報を提供 

文言整理による修正 

 



 
 

  
 
 
 
 

３年後（2020 年

度）の到達目標 

・調査研究員の専門性を維持・育成していくため、新人職員、若手から中堅職員、監督職昇任対象職員の各段階の

研修を創設・充実させ、人材育成を行うことで専門職員としての技術・ノウハウを着実に継承できる。 

・監督職職員による新人育成に加え OJT リーダーと新人職員をペアで配置し、新規採用者に対する人材育成を図っ

ている。 

・調査に必要な実践研修を充実し、若手から中堅にいたる職員の専門性を高め、技術の継承及び向上を図っている。 

・監督職の育成を促進するため、研修カリキュラムを作成・実施し、次世代の監督職員の育成を図っている。 

実績（2019 年 11

月末時点）及び

要因分析 

・新規採用職員からベテラン職員までの研修を予定通り実施し、知識・技術の継承を確実に行っている。 

・リーダー職員と新人職員のペア制を新人採用時より予定通り実施している。（年度末まで） 

・初年度の研修内容を検証し、レベルアップしたカリキュラムを含めて着実に実施している。（年度末まで） 

・外部の研修機関や国、自治体等が実施する研修に積極的に参加させている。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

新人職員の育

成 

・リーダーと新人職

員のペア制による指

導を開始する。 

 

・引き続きリーダー

養成研修を実施し、

新人を指導する職員

を増やす。 

《受講者数：３名》 

・リーダー養成研修：6 月

24 日実施 

《受講者数：３名》 

・リーダー養成研修受講後

のフィードバック研修：12

月 6 日実施予定《受講者

数：３名》 

・引き続き養成研修を実施

し、リーダーと新人職員のペ

ア制による指導を実施する。 

《受講者数：４名》 

― 

・前年度にリーダー

養成研修を修了した

職員と組み、実践指

導を開始し、状況を

検証する。 

《新人職員数：３名》 

・新規採用者 2 名にそれぞ

れリーダーを任命し、ペア

制を開始した。 

・前年度同様実践研修を実施 

《新人職員数：３名》 
― 

調査に必要な

知識、技術等を

早期取得する

ための実践研

修の充実 

・前年度の研修内容

を踏まえ、レベルア

ップを図るために専

門知識や技術力、現

場対応力を向上させ

る。 

（２年度研修） ・新人実践研修（2 年度） 

➢全 7 回中、4 回実施・レ

ベルアップを図った研修 

➢4 回の内、2 回実施済み 

・調査に係る届出等の行政手

続や整理作業や報告書作成

技術など、より高度な能力を

習得させる。 

（３年度研修） 

― 

・実践研修（２年次） 

➢複雑な遺構の捉え

方 

➢測量（写真撮影）

技術 

➢遺物の分類や図面

作成 

➢保存・分析の基礎

知識 

・実践研修（３年次） 

➢発掘届等書類作成 

➢編集ソフトの操作 

➢設計積算 

➢保存分析機器類の操作 

― 

監督職の早期

育成のための

主任職員研修

実施 

・前年度の研修カリ

キュラムを継承して

実施する。 

 

・主任級職員全員に

係長昇任を視野に入

れ、業務能力、知識、

指導力の向上に必要

な研修を実施する。 

《対象者：４名》 

・人材支援事業団が企画す

る研修 

➢主任研修：本年度昇任者

3 名受講 

➢主任パワーアップ研

修：平成 30 年度昇任者 2

名受講 

➢フォロワーシップ研

修：主任級未受講者 4 名受

講 

・前年度の研修カリキュラム

を継承して実施する。 

 

・主任級職員全員に係長昇任

を視野に入れ、業務能力、知

識、指導力の向上に必要な研

修を実施する。 

《対象者：６名》 

― 

 

⑤ 調査研究員の長期的視点に立った人材育成及び技術の継承（埋蔵文化財部門） 
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